別紙１－５（家賃軽減用）

補助金所要額調(当初・変更)

共同生活住居の名称　　第２みんなのいえ　　

　＜家賃軽減補助＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

	A　事業所設定家賃額
	35,000
	

	B＝（Ａ－20,000円）※10,000円を上限とする
	10,000
	入居者名

	C　毎月１日の豊田市支給決定者数


[image: image1]
	４月
	２人
	豊田、猿投

	
	５月
	２人
	豊田、猿投

	
	６月
	２人
	豊田、猿投

	
	７月
	３人
	豊田、猿投、高橋

	
	８月
	３人
	豊田、猿投、高橋

	
	９月
	３人
	豊田、猿投、高橋

	
	１０月
	３人
	豊田、猿投、上郷

	
	１１月
	３人
	豊田、猿投、上郷

	
	１２月
	４人
	豊田、猿投、上郷、高岡

	
	１月
	３人
	猿投、上郷、高岡

	
	２月
	３人
	猿投、上郷、高岡

	
	３月　　　　
	３人
	猿投、上郷、高岡

	D　毎月１日の豊田市支給決定者数の合計
	３４人
	

	補助金所要額　

Ｅ＝Ｂ×Ｄ
	340,000
	


(注)


・B欄は、豊田市支給決定者が市民税課税世帯の場合、上限を20,000円とする。

・C欄は、新規に事業所指定を受ける場合の事業開始月については、事業開始日の予定人数を記入すること。

　共同生活住居ごとに記載





　指定事業所名ではなく、共同生活住居名を記入。





年度途中で課税／非課税が変更となる場合は、Bの金額ごと（課税：15，000円、非課税：10，000円）の2枚に分けて作成するか、Bの部分を課税：15，000円、非課税：10，000円の２段書きにするなどして、課税／非課税が変更となったことを分かるように記入する。








